令和　　年　　月　　日

島原市市有地分譲地（仁田住宅団地・安中地区）申込書・受付書
島原市長　古川　隆三郎　様

貴市の申込資格条件を了承のうえ、市有地分譲地を申し込みます。

	受付番号：


１　申込者

	住　　所
	

	氏　　名

法人名及び
代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

℡　　　　(　　)


２　分譲希望区画（ 仁田住宅団地 ・ 安中地区 ）どらかを○印で囲んでください
	番　号
	地　番
	備考

	
	島原市
	

	
	島原市
	


　　　

受付書
	受付番号：


１　受付日

日　時　　令和　　　年　　　月　　　日（　　）　

場　所　　島原市役所　総務部契約管財課（本館３階）

（注）１．申込書には、実印を押印して下さい。

(裏面)
注　意　事　項

１　申込み資格

　申込者は、次の要件をすべて満たしていることが必要です。
（１）売買代金の支払いができる者

（２）成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者でない者

（３）宅地の分譲を妨げない者

（４）市税等を滞納していない者
（５）島原市契約規則（平成9年規則第8号）第２条の規定に該当しない者

（６）島原市暴力団排除条例（平成24年条例第10号）第２条の規定に該当する

暴力団（員）ではない者

（７）暴力団事務所の用に供されることを知って、入札の代理又は媒介をしない者

（８）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147

号）第５条の規定による観察処分を受けた団体及びその関係者ではない者

２　違反申込み等に対する措置

　　　虚偽の申し立てをしたときは、その申込みを無効とします。従って、万一誤って受け付けられても、その申込みは無効となります。

３　添付書類

（１）個人の場合

①実印（印鑑登録されているもの）

②市町村が発行する印鑑証明書

③市町村が発行する市町村税の滞納が無いことを証する書類
（２）法人の場合

①実印（印鑑登録されているもの）

②法務局が発行する印鑑証明書

③法人登記簿謄本または履歴事項全部証明書

④市町村が発行する直近の市町村税の滞納が無いことを証する書類

４　その他

・連名による申込みは、代表者を選任して下さい。

・郵送による申込みは、受け付けません。

・不明な点は、島原市役所総務部契約管財課財産管理班にお問い合わせ下さい。

島原市契約規則（平成9年規則第8号）
（参加者の資格）
第２条　市長は、特別の理由がある場合を除くほか、成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を得ない者を一般競争入札に参加させることができない。

２　市長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者をその事実があった後２年間一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、同様とする。

(１)　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし又は物件の品質若しくは数量について不正の行為をした者

(２)　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げるために連合した者

(３)　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者

(４)　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり、職員の職務の執行を妨げた者

(５)　正当な理由なく契約を履行しなかった者

(６)　前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者

島原市暴力団排除条例（平成24年条例第10号）

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

(２)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

(３)　暴力団の排除　暴力団員による不当な行為を防止し、及びその行為により市民生活又は事業活動に生ずる不当な影響を排除することをいう。

(４)　関係団体等　法第32条の３第１項の規定により都道府県暴力追放運動推進センターとして指定を受けた者その他の地域住民及び職域による暴力団排除活動を行う団体をいう。

受付印








